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第 1 章　はじめに
　人口減少・少子高齢化の進行により、地方自治

体の行政運営は持続可能性の危機に直面してい

る。従来の手法や人員配置では、もはや住民サー

ビスの水準維持が困難となりつつあり、「現状比

で大幅に少ない職員により自治体としての機能を

維持して、地域課題を解決できる仕組み」の構築

が急務となっている（児島，2025b，p.51）。こう
した背景のもと、国は「自治体戦略 2040構想」
や「新しい地方経済・生活環境創生交付金（旧・

デジタル田園都市国家構想推進交付金）」を通じ

て、地方自治体におけるデジタルトランスフォー

メーション（以下、DX）の推進を重要政策課題と
して位置づけている。

　本論文の目的は、兵庫県豊岡市の実践を通じて、

「中小規模自治体における後発型 DXの推進可能
性と課題」を明らかにすることである。特に、デ

ジタル化の初動において後発と位置づけられる自

治体が、限られた人的・財政的資源のもとでどの

ように独自の戦略を形成し、行政改革と地域社会

の変革を両立し得るのかを検討する。対象とする

豊岡市は、文化・観光・環境分野で先進的な実績

を有する一方で、自治体 DXの導入は比較的遅かっ
たが、近年は大崎麻子・秋山基が見出した「豊岡

メソッド」（大崎・秋山，2023）と呼ばれる体系
的な戦略手法を活用し、官民・自治体間連携を通

じた包括的な DXを展開している。本研究は、大
学教員である児島と豊岡市役所職員である若森に

1）  総務省 HP「地域におけるデジタル・トランスフォーメーション（地域 DX）」（https://www.soumu.go.jp/denshijiti/digital_

よる、学術研究と実務知の協働を基盤とする一連

の共同研究の一つであり、行政現場における実践

知と理論的分析とを架橋することを目的としてい

る。

　地方自治体における DXは、単なる行政手続の
オンライン化や業務効率化にとどまらず、行政組

織の構造、意思決定プロセス、組織文化を再構築

する「制度的変革」の過程として理解される。庄

司（2022）は、DXの本質を「アナログ改革」と
して再定義し、技術導入ではなく「仕事の進め方」

「組織文化」「人の関係性」を変えることにこそ意

義があるとする。DXは外部から与えられる制度
改革ではなく、自治体自身が内発的に業務を再設

計し、制度的慣行を刷新する自律的学習のプロセ

スである。

　庄司（2022）および吉本（2022）は、自治体
DXを「法定 DX」と「自主的 DX」の二層として
位置づけている。前者は国主導による標準化・共

通化・クラウド移行など制度基盤の整備を目的と

し、後者は各自治体が地域特性や文化的文脈に応

じて進める自律的改革である。これらは行政内部

の変革を担う「自治体 DX」の主要構成要素とし
て理解される。

　一方、総務省によれば、こうした行政領域の取

り組みに加え、デジタル技術を活用して地域課題

の解決や新たな価値創出を図る「地域社会 DX」
をもう一つの重要な柱として位置づけている 1）。

すなわち、地域 DXは自治体 DXと地域社会 DX
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の両側面によって成立する包括概念であり、行政

改革と社会変革を統合的に推進する「統合的ガバ

ナンスモデル」として捉えることができる。

　この視点は、豊岡市が推進する「豊岡メソッド」

や、他の後発型自治体に共通してみられる「選択

的 DX」戦略を理解する鍵となる。すなわち、後
発型自治体の DXは、法定 DXの遵守に加えて自
主的 DXへの転換であり、さらに行政改革と並行
して地域社会 DXを推進し、官民・住民・教育機
関など多様な主体との協働を促進することによ

り、行政と地域社会の両側面から地域価値を再構

築する創造的プロセスとして位置づけられるべき

である。

　豊岡市における一連の DX推進は、人口減少や
財政制約という中小規模自治体共通の制約条件下

で進められており、その成果は他地域にとっても

高い示唆的価値を有する。本論文では、豊岡市に

おける DXの制度設計、人材育成、ガバナンス構
築の具体的実践を整理するとともに、2025年度ま
でに計画されている新規プロジェクトを対象に、

その展望と課題を明らかにする。

　最終的に、本論文は、豊岡市の経験を通じて「後

発型自治体 DXの推進がいかにして地域社会の持
続可能性や住民福祉の向上に資するか」を検証し、

自治体 DXと地域社会 DXを統合する新たな地域
DXモデルの構築に向けた理論的・実践的示唆を
提示するものである。

第 2 章　�地方自治体 DX をめぐる制度的・理論的
背景

2.1　制度的背景 2）

　日本は本格的な人口減少社会に突入し、とりわ

け地方自治体では人的・財政的資源の不足が慢性

化している。総務省「自治体戦略 2040構想研究会」
（2018年）は、2040年には自治体職員数が現在の
約半数となると予測し、自治体が本来の公共機能

transformation.html）。
2）  2.1節の内容は、児島（2025b）の 51～ 53頁の内容を要約し、本論文における豊岡市の取り組みの説明に必要な部分としてまと
めたものである。制度的背景の詳細は児島（2025b）を参照されたい。

3）  近未来の行政サービスの方向性についての考察については、小松（2022）を参照されたい。
4）  総務省 HP「地方創生 2.0に向けた取組について　内閣官房　新しい地方経済・生活環境創生本部事務局（2025年 1月）」（https://

www.soumu.go.jp/main_content/000990600.pdf）。

を維持するためには、業務プロセスの抜本的見直

しとデジタル技術の活用が不可欠であると指摘し

ている 3）。

　こうした構造的課題への対応として、2021年に
デジタル庁が発足し、「デジタル社会の形成基本

法」および関連六法が施行された。これにより、

情報システムの標準化、マイナンバーカードの活

用、行政手続のオンライン化が法制度上明確に位

置づけられ、地方自治体 DXが制度的に後押しさ
れることとなった。

　国は 2020年 12月に「自治体 DX推進計画（第
1.0版）」を策定し、2024年には第 3.0版を公表し
た。同計画では、①フロントヤード改革、②情報

システムの標準化・共通化、③公金収納の電子化

（eLTAX活用）、④マイナンバーカードの普及促
進、⑤セキュリティ対策、⑥ AI・RPA活用、⑦テ
レワーク推進の七項目を重点施策として掲げてい

る。これらを実効的に進めるため、総務省は「自

治体 DX推進手順書」や「新しい地方経済・生活
環境創生交付金（旧・デジタル田園都市国家構想

推進交付金）」など、複数の財政支援を通じて地

方自治体を支援している。

　この交付金は、「地方創生 2.0」4）における中核的

施策として位置づけられ、「デジタル・新技術の

徹底活用」や「産官学金労言」の連携を促進する

ことを目的としている。その重点領域として、ブ

ロックチェーンや DX・GXの面的展開、オンライ
ン診療、オンデマンド交通、ドローン配送、情報

格差解消、サイバーセキュリティ基盤の強化など、

地域のデジタルライフライン整備と生活環境の改

善を掲げている。また、地域が自ら考え、合意形

成を経て行動する「自律的なデジタル実装」の推

進、人材シェアリングによる都市・地方間連携の

活性化なども柱として示されている。

　さらに、2024年 6月に閣議決定された「デジタ
ル社会の形成に関する重点計画」では、「国・地方・
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民間の連携によるデジタル共通基盤整備」「共通
SaaSの活用」「デジタル人材育成」「官民連携」「地
方分権との調和」などが DX推進の基本方針とし
て明記された。特に、ガバメントクラウドへの統

一的移行と SaaSの共通化は、地方自治体の財政
負担を軽減しつつ、セキュリティ強化と運用効率

化を両立する施策として注目されている。

　経済産業省の「デジタルガバナンス・コード 2.0」
（2022年）でも、官民連携による社会的価値創出
が DXの中核に位置づけられており、地方自治体
にも「単独ではなく、ネットワークを形成して取

り組む」姿勢が求められている。2023年以降、「ス
マート自治体」「地域 DX」といった用語が多用さ
れるようになったのは、行政効率化の枠を超え、

福祉・教育・環境・産業振興など多分野で住民生

活の質を高める包括的アプローチへの転換を示し

ている。

　前述したように、総務省は「地域 DX」を、行
政手続のデジタル化や庁内データ連携を通じて行

政サービスの効率化を図る「自治体 DX」と、デ
ジタル技術を活用して地域課題の解決や新たな価

値創出を目指す「地域社会 DX」という二つの側
面から構成される概念として整理している。総務

省の定義においては、これら二つの取り組みを相

互補完的に推進し、両者を統合することで地域全

体のデジタル化を進める枠組みが「地域 DX」と
位置づけられている。

　このような整理は、国の政策体系として、標準

化・共通化、人材育成、ネットワーク形成といっ

た施策を一体的に展開するうえで有効な概念枠組

みである。一方で、実際の自治体における DX推
進の現場では、自治体 DXと地域社会 DXが必ず
しも同一の論理やプロセスで進展するわけではな

く、両者を概念的に区別したうえで実装を進めて

いる先行事例も存在する。

　その代表的な事例が、DX先行自治体として知
られる長野県塩尻市である 5）。塩尻市の DX戦略
においては、自治体 DX（塩尻市では、同義で「行

5）  塩尻市の最新の DX推進の取り組みについては、塩尻市 HP「第 2期塩尻市 DX戦略　令和 6年策定　長野県塩尻市」（https://
www.city.shiojiri.lg.jp/uploaded/attachment/34137.pdf）に詳しい。本論文における記述は、筆者（児島）が 2025年 12月 4日において
塩尻市で実施した、塩尻市前 CDO（最高デジタル責任者）小澤光興信州大学特任准教授および塩尻市先端産業振興室松倉昌希係
長とのインタビュー内容および提供資料に基づいている。

政 DX」という単語が用いられているが、本稿で
は自治体 DXとして統一している。）を行政内部
の制度・業務・組織改革を担う領域として明確に

位置づける一方で、地域 DXを、行政施策の延長
としてではなく、地域において顕在化している課

題に直接向き合い、民間事業者や住民とのパート

ナーシップを通じて社会実装を図る領域として定

義している。すなわち、塩尻市における地域DXは、
自治体 DXを包含する上位概念ではなく、両者は
異なる変革領域として整理されている点に特徴が

ある。

　この塩尻市における DX戦略の理念は、次の
図表 1において表現されている。総務省の地域
DXの定義（地域 DX＝自治体 DX＋地域社会
DX）と対立する概念ではなく、政策概念としての
「地域 DX」を、実装段階においてより精緻に分解・
再構成したものと理解することができる。行政内

部の変革と地域社会における実装とを区別し、そ

れぞれに適した主体・手法・スピードで推進する

ことが、持続的な DXの実現に資することを示唆
している。

　本研究では、このような総務省の定義と社会実

装上の先行事例を踏まえ、「地域 DX」を、自治体
内部の改革を担う自治体 DXと、地域社会におけ
る課題解決型のデジタル実装（地域社会 DX）が、
同一概念として融合されるのではなく、行政と地

域社会の協働によるガバナンスの枠組みを通じて

相互に接続されるプロセスとして捉える。すなわ

ち、本論文における地域 DXとは、自治体 DXと
地域社会 DXが並行的かつ相互補完的に進展し、
その接点において行政改革と社会変革が結びつく

ことで、人口減少下における持続可能な地域づく

りを実現するための統合的な実践概念である。

　このような視点は、本研究の対象である兵庫県

豊岡市の DX推進を理解するうえでも重要である。
豊岡市は、自治体 DXの導入においては後発に位
置づけられてきたが、2022年度以降、国が示す
制度的枠組みを積極的に活用しながら、行政内部
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の改革と地域社会における実装を並行的に進める
DX戦略を展開している。同市の取り組みも、実
装段階においては、行政内部の DXと、地域課題
に直接向き合う社会実装とを意識的に区別し、官

民・住民との協働を通じた取り組みへと発展して

いる点に特徴がある。

　すなわち、豊岡市の事例は、法定 DXや標準化
への対応といった自治体 DXを基盤としながらも、
それを地域社会における実装へと単線的に「拡張」

するのではなく、行政と地域社会の役割分担を前

提とした協働的ガバナンスへと再構成している過

程として捉えることができる。この点において、

豊岡市の DX推進は、塩尻市に代表される先行自
治体の実装モデルと政策的枠組みとのあいだを媒

介する位置にあり、後発型自治体がいかにして制

度的支援を活用しつつ、自地域の文脈に即した地

域 DXを構築し得るのかを検討するうえで、示唆
に富む事例である。

2.2　理論的背景
　浜口（2022）は、経済産業研究所の全国調査デー
タを用いて、地方自治体における DXの現状と課
題を実証的に分析している。その結果、DXの進
展は全体として低調であり、特に小規模自治体に

おいては、ノウハウや人材の不足、縦割り的な組

織構造、セキュリティ体制への過度な懸念など

が主要な制約要因となっていることを指摘してい

る。浜口によれば、自治体規模が小さいほど「DX
のメリットが小さい」という認識が職員の間に根

強く、これが心理的抵抗や組織的惰性を生み出し

ている。一方で、首長や幹部職員による明確なコ

ミットメントが存在する自治体では、外部人材の

活用や部局横断的な体制形成を通じて、DX推進
の効果が高まることも確認されている。この知見

は、庄司（2022）および吉本（2022）が強調する「自
主的 DX」、すなわち各自治体が自らの文化的・制
度的基盤を踏まえて内発的に改革を進めることの

重要性を裏づけるものである。標準化や共通化と

いった法定 DXのみでは限界があり、自治体内部
の意識改革や組織変革を伴う自律的改革が不可欠

であることが示唆されている。

　さらに浜口（2022）は、住民のデジタル化意識
（例えばマイナンバーカード普及率）や首長のリー

ダーシップが、自治体 DXの推進要因として統計
的に有意であることを明らかにしている。この結

果は、後発型自治体においても、外部条件の整備

のみならず、内部からの「内発的リーダーシップ」

によって変化が駆動し得ることを示している。た

だし、これらの分析は主として行政内部の変革、

すなわち自治体 DXを対象としたものであり、地

するための統合的な実践概念である。 
このような視点は、本研究の対象である兵庫県豊岡市の DX 推進を理解するうえでも重

要である。豊岡市は、自治体 DX の導入においては後発に位置づけられてきたが、2022 年
度以降、国が示す制度的枠組みを積極的に活用しながら、行政内部の改革と地域社会におけ
る実装を並行的に進める DX 戦略を展開している。同市の取り組みも、実装段階において
は、行政内部の DX と、地域課題に直接向き合う社会実装とを意識的に区別し、官⺠・住⺠
との協働を通じた取組へと発展している点に特徴がある。 
 すなわち、豊岡市の事例は、法定 DX や標準化への対応といった自治体 DX を基盤とし
ながらも、それを地域社会における実装へと単線的に「拡張」するのではなく、行政と社会
の役割分担を前提とした協働的ガバナンスへと再構成している過程として捉えることがで
きる。この点において、豊岡市の DX 推進は、塩尻市に代表される先行自治体の実装モデル
と政策的枠組みとのあいだを媒介する位置にあり、後発型自治体がいかにして制度的支援
を活用しつつ、自地域の文脈に即した地域 DX を構築し得るのかを検討するうえで、示唆に
富む事例である。 
 
 
図図表表 11  塩塩尻尻市市のの DDXX 戦戦略略ののイイメメーージジ図図  

 
出 所 ： 塩 尻 市 HP 「 第 2 期 塩 尻 市 DX 戦 略  令 和 6 年 策 定  ⻑ 野 県 塩 尻 市 」
（https://www.city.shiojiri.lg.jp/uploaded/attachment/34137.pdf）の 7 頁「戦略の基本理念
②＜イメージ図＞」より転載・掲出している。 
 
  

図表 1　塩尻市の DX 戦略のイメージ図

出所： 塩尻市 HP「第 2期塩尻市 DX戦略　令和 6年策定　長野県塩尻市」（https://www.city.shiojiri.lg.jp/
uploaded/attachment/34137.pdf）の 7頁「戦略の基本理念②〈イメージ図〉」より転載・掲出している。
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域社会における実装プロセスそのものを直接説明

するものではない点に留意が必要である。

　小松（2024）は、全国 1,740自治体のパネルデー
タを用いて、DXが地方創生に与える影響を定量
的に分析している。その結果、自治体 DXは地方
創生に対して「中長期的・間接的」な影響を持つ

と結論づけられている。特に中規模以上の自治体

においては、婚姻促進や所得向上を通じた社会経

済的効果が確認され、人口減少の抑制や地域の活

力維持に寄与し得ることが示された。一方で、小

規模自治体においては、人的・財政的制約により、

自治体 DX単独では効果が限定的であり、国・都
道府県による制度的支援や自治体間ネットワーク

の強化が不可欠であると指摘されている。小松は、
DXを地方創生の中核政策として位置づけるため
には、行政内部の効率化にとどまらず、官民連携

や住民参加を含む社会的変革、すなわち地域社会
DXの視点を組み込むことが必要であると強調し
ている。

　また野村（2022）は、地方自治体における DX
の意義と課題を、デジタル化の現状および先行自

治体の事例を通じて分析している。野村は、自治

体 DXが直面する課題として、首長主導のトップ
ダウン型政策が現場の抵抗を招く可能性、人材育

成の困難さ、補助金依存型の技術導入に陥りやす

い点を指摘する。これらを克服するためには、国

による法制度や規制の見直し、共通システム基盤

の整備、人材育成支援、DXの進捗を評価する仕
組みの構築が必要であるとする。そして野村は、
DXを単なる技術導入としてではなく、社会変化
に適応する「レジリエンス」を高める組織改革と

して捉え、「市民に信頼される行政」「職員にとっ

てやりがいのある業務」「地域社会に貢献する共

創」という、いわば「三方よし」を実現すること

こそが自治体 DXの本質であると結論づけている。
　以上の先行研究を踏まえると、地方自治体にお

ける DXは、行政内部の制度・業務・組織改革を
担う自治体 DXと、地域課題の解決や社会的価値
創出を志向する地域社会 DXとを、単一の概念と
して一体的に把握するのではなく、それぞれ異な

る変革領域として整理することが理論的にも実践

的にも有効であることが示唆される。自治体 DX

は、行政運営の高度化・効率化を通じて公共サー

ビスの持続可能性を支える内部変革の領域である

のに対し、地域社会 DXは、官民連携や住民参加
を通じて地域に内在する課題に直接向き合い、社

会実装を通じた変化を生み出す外部変革の領域と

して位置づけられる。

　両者は、一方が他方の延長線上に展開されるも

のではなく、それぞれが固有の主体、手法、時間

軸をもって進展する。そのうえで、行政と社会の

協働によるガバナンスの枠組みを通じて相互に接

続されることによってはじめて、行政改革の成果

が地域社会に還流し、同時に社会実装の知見が行

政運営にフィードバックされる循環構造が形成さ

れる。図表 2は、このような相互補完的関係のも
とで、自治体 DXと地域社会 DXが並行的に「地
域 DX」として機能することを表したイメージ図
であり、この循環構造が人口減少下における持続

可能な地域づくりに実質的に寄与するものと考え

られる。

第 3 章　豊岡市における DX 推進の背景と戦略
3.1　豊岡市の地域特性と行政改革の基盤
　豊岡市は兵庫県北部の但馬地域に位置し、人口

約 7万 5千人の中小規模自治体である。観光地・
城崎温泉や環境共生の象徴である「コウノトリの

野生復帰」などに代表される地域資源を活用し、

文化・環境・観光分野で先進的な政策を展開して

きた。一方で、少子高齢化や人口流出による社会

減が進行しており、地域の持続性が大きな課題と

なっている。特に高校卒業後の若年層転出率が高

く、地域内の雇用環境や生活利便性の確保が喫緊

の課題であった。

　こうした中で、豊岡市は行政の効率化にとどま

らず、地域社会全体を巻き込んだ構造的変革を志

向し、デジタル技術の活用を通じて地域課題を解

決する統合的な DX推進戦略の構築に着手した。

3.2　DX 導入の経緯と体制整備
　豊岡市における本格的な DX推進の起点は、
2021年 11月の情報推進課への DX担当参事の配
置と、翌 2022年度の DX推進部新設にある。こ
の体制整備により、同市は自らの後発性を認識し
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つつ「Transformation with Digital」の方針を掲げ、
行政と地域の両面から DXを推進する明確な戦略
を策定した。この背景には、2019年に設立された
「ワークイノベーション推進室」における組織文

化改革の経験がある。同室は、ジェンダーギャッ

プの是正を目的に、職場環境・働き方・意識改革

を横断的に進めた組織であり、これが市全体の業

務構造改革やデジタル化に対する土壌を形成し

た。こうした職場改革の取り組みが、DX推進の
理念的基盤として継承されている。

　豊岡市は、法定 DX（国主導の標準化・共通化）
を遵守しながら、自主的 DX（業務プロセス改革・
人材育成）を積極的に推進し、さらに地域社会と

の連携を通じて地域 DXを実装するという三位一
体型の体制を整えた。このアプローチは、総務省

が示す「自治体 DX」と「地域社会 DX」を統合的
に進める地域 DXモデルと軌を一にするものであ
る。

3.3　組織変革としての自治体 DX の展開
　豊岡市の DX推進は、行政内部の業務効率化と
職員意識改革を基盤とする「自治体 DX」から始
まった。長時間労働をデフォルトとする働き方を

変えるために実施した「時間のマネジメント推進」

では、意識改革・トップから管理職等への呼びか

けだけで時間外勤務時間を 1年間で 15.9％削減す
るなどの成果を上げた。

　また、新型コロナウイルス感染症対策において

は、ワクチン接種業務の最適化を目的に、トヨタ

生産方式を応用した動線設計や人員配置の見直し

を実施し、デジタルによる予約確認・データ処理

を導入した。その結果、接種能力を約 1.6倍に拡
大し、職員負担を半減させるなど、デジタル技術

を活用した行政効率化の成果を上げた。

　2021年末には「DX推進戦略骨子」が策定され、
「市民目線の行政改革」「デジタル基盤整備」「職

員リテラシー向上」を柱に、行政サービスの持続

的改善を目指す中期ビジョンが提示された。2022
年には DX・行財政改革推進課が新設され、無線
LAN整備やモバイル端末導入、マイナンバーカー
ド普及促進などの制度的基盤整備が進められた。

これらの施策は、自治体 DXの実装と同時に、地
域社会 DXの展開を支える基盤整備として位置づ
けられている。

3.4　地域社会 DX への展開：官民連携と共創
　行政内部での制度改革に続き、豊岡市は 2023
年度以降、官民連携・住民参加を軸とした地域社

会 DXへと取り組みを拡大した。トヨタ・モビリ
ティ基金との交通安全教育事業、デイサービス送

地域住⺠ ／ 地域事業者 ／ 関係人口

デジタル技術による
地域QOL・価値の向上

・行政手続の改革
・業務高度化・効率化

人材育成

自治体DX
（行政内部の改革）
法定DX＋自主的DX

主体：行政

・地域課題解決型
・実証実験と社会実装
・官⺠連携・住⺠参加
・共創PFの形成

地域社会DX
（社会実装・共創）

主体：⺠間・住⺠・行政

地域DX
（自治体DXと地域社会DXを包含する概念）

協調・連動

DXリーダー／高度専門人材／職員・市⺠のデジタルリテラシー
人材戦略

図表 2　統合的ガバナンスモデルによる地域 DX の枠組み
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迎車両を活用した「ちょいのり」実証、日本郵便

とのドローン配送実証など、多様な主体との協働

による社会的実験が進められている。

　これらの事業は、行政が主導する「自治体 DX」
から、企業・NPO・住民との協働による「地域社
会 DX」への展開を示すものであり、行政と社会
が相互補完的に機能する統合的ガバナンスの実装

形態と位置づけられる。特に、地域の高齢者や移

動困難者への支援、教育現場の ICT活用、福祉分
野での AI導入など、住民の生活課題と行政改革
を一体的に解決する事例が見られる。

3.5　豊岡メソッドによる DX 推進の特質
　豊岡市の DX推進を特徴づけるのは、「豊岡メ
ソッド」と呼ばれる戦略的手法である。同手法は、

①共通ビジョンの策定（タグライン）、②戦略体

系図による可視化、③重点人材の配置、④市民・

企業との共創という 4要素から成り立ち、行政の
縦割りを超えたマネジメントを可能にしている。

　このメソッドは、庄司（2022）の「アナログ改革」
概念に通じるものであり、行政を自ら変革主体と

して位置づけると同時に、地域社会 DXにおける
協働の枠組みとも連動している。すなわち、法定
DXによる制度整備、自主的 DXによる組織変革、
地域社会 DXによる共創拡張という三者を有機的
に連携させることで、行政と地域社会が相互に学

び合い、地域 DXを進展させる循環型システムが
形成されている。

3.6　後発型自治体としての意義
　以上の分析から、豊岡市の DX推進は、後発型
自治体の制約を柔軟性と学習力へと転換するモ

デルであることが確認できる。行政領域における

自治体 DXの推進が、地域社会 DXの実装と結び
つくことで、行政改革と社会変革が同時並行的に

進展している。この関係は、国が定義する「地域
DX＝自治体 DX＋地域社会 DX」という枠組みを
実践的に体現するものであり、豊岡市の経験は、

人口減少下の地域における統合的ガバナンスモデ

ルの先行事例として高い示唆を有している。

第 4 章　豊岡市における DX 実装の展開
4.1　はじめに
　本章では、豊岡市が 2022年度以降に展開して
いる DXの実装過程を分析する。前章で整理した
ように、豊岡市の取り組みは行政領域における

「自治体 DX」と地域社会領域における「地域社会
DX」が相互補完的に進展しており、その統合的成
果として「地域 DX」が形成されている点に特徴
がある。本章では、この統合的プロセスを具体的

事例に基づいて検討し、行政内部の改革（自治体
DX）から、地域課題解決を目指す社会的実装（地
域社会 DX）への連続的展開を明らかにする。

4.2　庁内改革としての DX 推進
　豊岡市は、DX推進の初期段階において、行政
内部の業務効率化と職員意識改革を中心とした

「自治体 DX」に注力した。前述した「時間のマ
ネジメント推進」により、具体的な業務改善ツー

ル等の導入なしで、初年度には時間外勤務時間が
15.9％減少した事実や、ワクチン接種業務の最適
化などのデータ活用に基づく成果は、これらの改

革が、単なる効率化にとどまらず、「行政運営の

デジタル基盤強化」と「職員の学習型組織化」と

いう二重の効果を生んだ点で注目される。

4.3　教育分野における学習支援アプリの導入
　2025年度、豊岡市は市立小中学校に学習支援ア
プリ「ロイロノート（LoiLoNote）」を導入した。
本アプリは、教員が作成した教材を生徒端末に一

斉配信し、生徒の回答をカード形式で共有・比較

できる双方向型学習を実現するものである。この

アプリの導入により、授業中の発言が苦手な児童・

生徒でも意見を表明できる環境が整い、学びの多

様性と包摂性が高まった。教員からも「共有を通

じて学び合いの授業が可能になった」「資料提示

の即時性が高まり、生徒の主体性を引き出せる」

といった肯定的評価が得られている。

　この事例は、行政の制度的支援（自治体 DX）
を基盤に、学校現場という地域社会 DXの領域で
実践されたものであり、行政・教育現場・家庭の

三者を結ぶ協働モデルとして評価できる。
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4.4　健康福祉分野における DX の展開
　豊岡市は 2025年度、健康福祉部内における業
務改革を加速させ、AIとデータ連携を活用した「介
護認定調査 DX」を実施している。市は株式会社
ウェルモと連携協定を締結し、訪問調査・調査票

作成・一次判定の工程に AI導入を試行した。こ
れにより、調査時間および審査期間の短縮、職員・

申請者双方の負担軽減、調査時の対面コミュニ

ケーションの改善が期待される。また、地域包括

支援センター・介護認定申請窓口・ケアマネジャー

間でのデータ共有により、市民が同じ説明を繰り

返す必要を減らすなど、生活者視点のサービス改

善を検討している。

　これらの施策は、「自治体 DX」における業務改
革と、「地域社会 DX」における生活支援型福祉の
融合として位置づけられ、行政サービスと地域福

祉が連携する統合的福祉 DXモデルとしての先進
性を示している。

4.5　�モビリティ分野における地域社会 DX：「ちょ
いのり」実証

　人口減少と交通事業者の人手不足を背景に、公

共交通の維持が困難化する中、豊岡市は 2021年
に株式会社アンズケアを運送主体とする「福祉モ

ビリティ実証事業（ちょいのり）」6）を開始した。

本事業は、デイサービス送迎車両の空席を活用し、

通院・買い物・余暇などの短距離移動を支援する

仕組みである。

　利用者からは「家族に頼みにくい用事でも気軽

に利用できる」「自宅前まで送ってもらえるのが

助かる」といった声が多く、移動困難者の外出機

会を拡大する施策として評価されている。2022年
度以降は、国土交通省、トヨタ・モビリティ基金

などの支援を受け、複数施設による共同送迎、タ

クシー事業者への業務委託などへと発展した。

　本サービスは、行政による交通政策ではなく、

民間主体が福祉資源を再構築する形で成立してお

り、地域社会 DXにおける共創的実践の典型例で
ある。豊岡市はまた、孤立しがちな高齢者の外出

促進を通じたフレイル予防の観点からも本事業を

6）  株式会社アンズケア HP「ちょいのり」（https://www.ands-care.jp/choinori）。

位置づけており、モビリティ支援を健康・福祉政

策と結びつける新たな「地域共生型 DX」として
注目されている。

4.6　地域 DX の実装プロセスとその意義
　豊岡市の DX実装事例を総合すると、同市の取
り組みは行政と社会の相互補完的な構造を持つこ

とが明らかとなる。自治体内部の制度改革（自治

体 DX）が行政基盤とデータ環境を整備し、地域
社会 DXがそれを活用して社会的包摂や生活支援
を実現する。この双方向的な連動が「統合的ガバ

ナンスモデル」の中核をなす。

　行政が内部効率化を進めるだけでは、地域の持

続性は確保できない。逆に、地域社会 DXの実践
も行政制度との接続がなければ拡張性に欠ける。

豊岡市の事例は、両者を架橋することで、行政の

柔軟性と地域社会の創造性を結び付ける動態的協

働モデルを体現している。

4.7　小括
　本章でみたように、豊岡市の DXは、行政内部
の業務改革と地域社会の共創実践が相互に作用す

ることで発展している。教育・福祉・交通といっ

た異なる領域における取り組みが共通して示すの

は、自治体 DXが地域社会 DXの制度基盤を支え、
地域社会 DXが行政改革の新たな方向性を再定義
するという循環的構造である。これにより、豊岡

市は「行政と社会の協働進化」を実現する後発型

自治体 DXの先行モデルとして位置づけられる。

第 5 章　自治体間連携と地域 DX の拡張
5.1　はじめに
　本章では、豊岡市が 2024年に参画した一般社
団法人「まるごとデジタル」の活動を中心に、自

治体間連携による地域 DXの拡張について検討す
る。これまでの章で明らかにしたとおり、豊岡市

は行政領域における「自治体 DX」と社会領域に
おける「地域社会 DX」を相互補完的に推進し、
その統合的成果として「地域 DX」を形成してきた。
本章では、その枠組みが他自治体や企業、教育機
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関とのネットワークを通じてどのように地域間へ

拡張しているのかを明らかにする。

5.2　自治体間ネットワーク形成の背景
　地方自治体における DX推進は、個々の自治体
努力にとどまらず、相互に学び合うネットワーク

構築が不可欠である。浜口（2022）が指摘するよ
うに、小規模自治体ほど人材・財政・技術の制約

を抱えるため、外部連携による「リソース補完型
DX」が効果的である。豊岡市はこの認識のもと、
企業との協働に加え、他自治体との情報共有を通

じて知識・制度・人材を循環させる仕組みを構築

してきた。

　同市は、これまで「コウノトリと共に生きるま

ちづくり」を掲げ、生物多様性の保全を軸に、自

治体間の「地下茎的つながり」（思いを同じくす

る自治体が地中でつながり、理念や知を共有する

関係性）を形成してきた。この「横の連携」の理

念が、デジタル分野における新たな共創基盤とし

て発展したのが「まるごとデジタル」への参画で

ある。

5.3　�豊岡市の「まるごとデジタル」参画と具体的
展開

　豊岡市は 2024年、自治体間連携プラットフォー
ムである一般社団法人「まるごとデジタル」に参

画した。この決定は、包括連携協定を締結してい

る KDDI株式会社からの提案を受け、DX推進に
取り組む他自治体との情報共有を通じて相互に知

見を高めることを目的としたものである。

　「まるごとデジタル」は、地域 DXを自治体 DX
（行政領域）と地域社会 DX（社会領域）の両側面
から推進することを目的とする全国的ネットワー

クである。豊岡市はこの枠組みの中で、行政内部

のデジタル改革で培われたノウハウ（自治体 DX）
を共有しつつ、地域社会 DXにおける実践知を他
自治体に提供するという相互学習型ネットワーク

の形成に貢献している。

　この連携において豊岡市が重視するのは、「利

他（altruism）」の理念である。一般に、自治体間
ネットワークは他自治体の情報を収集し自自治体

の施策に反映させる「競争的学習」として機能す

ることが多い。しかし豊岡市は、各自治体が自ら

の経験を積極的に発信し、互いの知を支え合う「共

創的学習（co-creative learning）」を志向している。
この姿勢は、行政改革で培われた学習組織として

の自治体 DXの成果を、地域社会 DXを通じて社
会的価値創出へと拡張する取り組みである。

　豊岡市はこの理念のもと、自らが推進する複数

のプロジェクトに関して積極的な情報共有を行っ

ている。たとえば、

　① ドローンを活用したコミュニティ配送の実証
事業

　②庁内 DX人材育成プロジェクト「X-meeting」
　③ AIによる介護認定調査業務の効率化
といった事例を他自治体と共有し、成果・課題・

改善策を「実践知」として再構築している。これ

により、他の自治体が自らの文化的・制度的文脈に

応じて翻訳・適応できる仕組みが形成されている。

5.4　統合的ガバナンスによる地域 DX の拡張
　「まるごとデジタル」における豊岡市の参画は、

自治体 DXと地域社会 DXを連携させる統合的ガ
バナンスモデルの拡張事例といえる。行政領域で

得られた制度設計・データ連携・人材育成の知見

（自治体 DX）が、地域社会領域における共創や実
証事業（地域社会 DX）に活用され、さらにその
成果が行政制度や政策形成にフィードバックされ

るという循環的構造が形成されている。

　このプロセスは、自治体ごとの条件や人材の格

差を越え、知識と経験を共有する「ゆるやかな協

働圏（collaborative sphere）」の形成を促している。
豊岡市が 2025年度に「まるごとデジタル・スタディ
キャンプ」の開催地を引き受けたことは、こうし

た協働圏の実践的基盤を確立する動きと位置づけ

られる。ここでは自治体職員、企業、研究者が直

接対話し、地域 DXの方向性を共に議論すること
で、自治体 DXと地域社会 DXを橋渡しする実践
的知が蓄積されている。

5.5　地域 DX の政策的意義
　国は、地域 DXを自治体 DXと地域社会 DXの
両面から統合的に推進する枠組みとして位置づけ

ている。豊岡市の事例は、この定義を体現する実
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践として評価できる。すなわち、行政内部の改革

が社会的共創を支え、地域社会の共創が行政の制

度改革に還流するという双方向的な関係性を可視

化している点である。

　この構造は、庄司（2022）の「アナログ改革」
概念が示す「自ら変わる行政」と、野村（2022）
が提唱する「レジリエントな行政組織」の理念を

接続し、行政・企業・住民が対等に学び合うガバ

ナンス体制を具体化するものである。豊岡市の取

り組みは、単なる地域間協力ではなく、行政と地

域社会が共通の価値目標（持続可能な地域社会）

を共有する統合的ガバナンスの実践知モデルとし

て位置づけられる。

5.6　�小括：地域を越えた「共創ネットワーク」の
可能性

　豊岡市の「まるごとデジタル」参画は、行政と

地域社会の両側面を結ぶ「統合的ガバナンスモデ

ル」が、地域間にも拡張可能であることを示した。

自治体 DXで培われた制度基盤と組織力を外部連
携に展開し、地域社会 DXの共創的実践を水平的
に広げることにより、自治体を越えた知識循環の

仕組みが形成されている。この「共創ネットワー

ク」は、自治体 DX（制度設計・業務改革）と地
域社会 DX（社会的包摂・価値共創）の成果を統
合し、情報・制度・人材が市境を越えて流動する

学習型エコシステムとして機能していると考えら

れる。豊岡市の取り組みは、人口減少時代におけ

る地方自治体の新しい協働モデルを示し、今後の

地域 DX推進における重要な方向性を提示してい
る。

第 6 章　�豊岡市における 2025 年までの新規取り
組みとその制度的含意

6.1　はじめに
　これまでの分析により、豊岡市の DX推進は、
行政領域における「自治体 DX」と社会領域にお
ける「地域社会 DX」を相互補完的に展開し、そ
の統合的成果として「地域 DX」を形成してきた
ことが確認された。本章では、2025年度に計画・
実施される新規事業を中心に、その実装の方向性

と制度的含意を検討する。これらの取り組みは、

従来の行政効率化型 DXを超え、福祉・教育・交通・
市民参加といった分野横断的領域に広がりつつあ

り、地域 DXの深化段階にあるといえる。

6.2　健康福祉部における DX 推進の展開
　2025年 4月、豊岡市は DX推進体制の一環とし
て、健康福祉部に DXを統括する部長級ポストを
新設し、DX・行財政改革推進課の課長級ポスト
と兼務させた。これにより、健康福祉部において
DX・行財政改革推進課の職員を直接指揮し、部
内の業務改革を横断的に進める体制が構築され、

業務の効率性・透明性・職員満足度の向上を目的

とする包括的な変革が始動した。健康福祉部の所

掌は、介護・障害福祉・生活保護・健康増進など、

市民生活に密着した行政サービスが中心であり、

同時に高齢化や制度改正による業務量の増加にも

直面している。

　同部における主要課題として、①資源配分の硬

直化、②長時間労働の常態化、③多忙による改善

困難、④業務の属人化、⑤アナログ業務の継続、

が挙げられる。これらの課題に対して、豊岡市は

「大きな改善」と「小さな改善」という二層的ア

プローチを採用している。前者は制度設計層に対

応する抜本的なデジタル化改革、後者は組織変革

層における日常業務レベルの継続的改善である。

　（1）大きな改善：介護認定調査のデジタル化
　年間約 5,000件に上る介護認定調査業務の効率
化は、健康福祉部の DXにおける中核的プロジェ
クトである。従来は、調査・判定過程の煩雑さや

カスタマーハラスメント対応などが課題であっ

た。豊岡市は 2025年 6月に株式会社ウェルモと
連携協定を締結し、訪問調査、調査票作成、一次

判定への AI導入を試行している。これにより、
調査時間や審査期間の短縮、職員・申請者双方の

負担軽減、音声入力による対話型調査の実現など、

定量・定性的な成果が期待されている。さらに、

地域包括支援センター、市、ケアマネジャー間で

の聞き取りデータ共有を推進し、重複説明の削減

や市民負担の軽減を目指している。

　（2）小さな改善： AI・ICTツールを活用した日
常業務の効率化

　日常業務レベルでは、AIによる会議・相談記録
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の自動要約、AI-OCRによる文書処理、オンライ
ン申請の導入、AIノートアプリによる支援策等の
共有、Slackによる庁内情報共有など、複数のツー
ルを組み合わせた改善が進められている。これら

の施策は、職員のリテラシー向上と業務習慣の変

革を目的とした「自主的 DX（組織変革層）」に相
当し、現場主導による継続的改善を促している。

　（3）体制整備と連携強化
　健康福祉部改革を効果的に推進するため、DX・
行財政改革推進課が兼務体制で直接関与し、専門

知識と人的リソースを部門横断的に共有してい

る。KDDI派遣職員やデジタル人材を部分的に活
用することで、庁内人材の補完と知識移転が同時

に進められている。この体制は、組織内部のデジ

タル資源を最大限に活かし、行政内部から地域
DXへと展開していく三層循環モデルの実装例と
位置づけられる。

　（4）今後の検討課題
　今後の課題としては、包括的支援体制整備に

向けた初期相談窓口の統合が挙げられる。高齢

者、障害者、生活困窮者など、対象別に分断され

ている相談窓口を一元化し、AIノートアプリ等を
用いた情報共有により、市民が一度の説明で多部

門サービスを受けられる仕組みの構築が求められ

る。これにより、個別最適化された福祉行政の実

現が期待される。

6.3　制度的含意と今後の検討課題
　以上の取り組みから、豊岡市の DXは、行政内
部の効率化（自治体 DX）と社会的包摂・価値創
出（地域社会 DX）が並行的に発展する統合型モ
デルとして進化していることが確認できる。

　一方で、課題も顕在化している。7.2で詳述す
るが、第一に、費用対効果、特に効果の可視化で

ある。DXの継続的な推進のためには、効果を金
銭換算等により可視化し、市民等の理解を得るこ

とが必要である。第二に、職員等の情報リテラシー

向上である。第三に、デジタル人材の育成とナレッ

ジの継承体制を強化が求められる。

　これらの課題を克服するためには、行政と地域

社会が共通の目的（持続可能な地域づくり）を共

有し、協働的にガバナンスを形成することが不可

欠である。豊岡市の経験は、後発型自治体が「制

度翻訳力」と「共創力」を活かしながら、行政と

社会の境界を越えて DXを推進するための先行的
実践モデルとして位置づけられる。

6.4　小括
　本章で検討した健康福祉・教育・交通・市民参

加の各事例は、行政と地域社会が相互に学び合い

ながら発展する地域 DXの統合的展開を示してい
る。豊岡市の取り組みは、自治体 DXの成果を地
域社会 DXへと波及させ、社会的実践を通じて行
政ガバナンスに還流させる循環構造を有してい

る。この協働的プロセスは、人口減少下における

持続可能な地域づくりに向けた後発型自治体 DX
の成熟段階を示すものである。

第 7 章　考察：�中小規模自治体における後発型
DX 推進の意義と課題

　本研究は、豊岡市の事例を通じて、人口減少下

にある中小自治体における DXの実践的展開を明
らかにしてきた。豊岡市の取り組みは、行政領域

における「自治体 DX」と社会領域における「地
域社会 DX」を統合的に推進することで、行政の
効率化と地域社会の包摂的発展を同時に実現しよ

うとするものであり、後発型自治体の持続的な変

革モデルとして注目される。本章では、これまで

の分析をもとに、後発型自治体 DXの意義と課題
を「制度翻訳力」「共創的ガバナンス」「持続可能性」

の 3つの観点から整理する。

7.1　後発型自治体の優位性と「制度翻訳力」
　庄司（2022）および吉本（2022）が指摘するよ
うに、DXは「制度移植」ではなく「制度翻訳」
のプロセスである。豊岡市の事例は、国が定めた

標準化方針や政策フレームを単に受け入れるので

はなく、自地域の文化・慣行・行政資源に適合す

るように再構成している点で特徴的である。

　このような柔軟性こそ、後発型自治体が持つ戦

略的優位性である。先行自治体の成功・失敗の両

方を参照し、自らの行政文脈に合わせて最適化で

きる「学習的適応能力」が、後発型 DXの展開を
支える。豊岡市が示すように、制度翻訳は単なる
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模倣ではなく、既存制度を地域文脈に合わせて創

造的に再構築する動態的過程であり、その成果は

行政の効率化だけでなく、地域社会の制度的レジ

リエンス向上にも寄与している。

7.2　共創的ガバナンスとネットワーク型連携
　浜口（2022）が強調するように、小規模自治体
においては、人的・財政的制約を克服するために

外部連携が不可欠である。豊岡市の取り組みは、

企業（KDDI、トヨタ・モビリティ基金、日本郵
便など）や他自治体との連携を通じて、行政・企業・

地域社会を結ぶネットワーク型ガバナンスを形成

している点に特徴がある。

　このような共創的ガバナンスは、総務省が定義

する「地域 DX＝自治体 DX＋地域社会 DX」の
両輪を機能的に接続するものである。行政内部で

整備されたデータ基盤や制度的リソース（自治体
DX）が、地域社会 DXにおける協働や共創を支
え、逆に社会 DXで蓄積された実践知が行政の制
度改革へフィードバックされるという双方向的循

環が成立している。豊岡市が参画する「まるごと

デジタル」ネットワークは、こうした協働の枠組

みを地域間レベルにまで拡張する実践であり、地

域 DXが地理的境界を越えた「知識循環型エコシ
ステム」として展開し得る可能性を示している。

7.3　DX の持続可能性と制度的課題
　豊岡市の DX推進は、行政と地域社会の相互補
完的発展を実現しているが、前述したように、今

後の展開にはいくつかの課題も残されている。第

一に、費用対効果の可視化である。デジタル導入

には一定の費用が掛かる一方で、職員、市民等が

便益（効果）を享受するが、費用は可視化しやすく、

効果は可視化（金額換算）しづらい。DXを継続
するためには、効果の可視化による市民等の理解

が必要である。

　第二に、情報リテラシーの向上である。職員等

に情報セキュリティに関する知識が不足している

ので、データ活用等に慎重になりすぎる傾向があ

る。情報漏洩等のリスクやセキュリティポリシー

等を十分に理解し、安全かつ効率的にデータ活用

等を進める必要がある。

　第三に、デジタル人材の確保と知識継承体制の

構築である。外部専門人材の導入に加え、内部職

員のスキル移転と市民リテラシー向上を通じた

「共創的人材育成」が不可欠である。

　これらの課題を克服することにより、後発型自

治体でも行政と地域社会の双方が協働的に進化す

る「持続的 DXエコシステム」の構築が可能になる。
豊岡市の事例は、まさにその過程を実証的に示す

ものである。

7.4　小括
　以上の考察から、後発型自治体の DX推進は、
制度翻訳を通じた柔軟な適応力、共創的ガバナン

スによるネットワーク形成、そして行政・地域社

会の協働を基盤とした持続可能性の三要素により

構成されることが明らかとなった。豊岡市の経験

は、「統合的ガバナンスモデル」に基づく地域 DX
の成熟過程を実証的に示すものであり、今後の地

方自治体における DX推進の理論的基盤として位
置づけられる。

第 8 章　おわりに
8.1　研究の総括
　本研究は、後発型自治体におけるデジタルトラ

ンスフォーメーション（DX）の推進プロセスを、
兵庫県豊岡市の実践を通じて明らかにした。豊岡

市は、行政領域の「自治体 DX」と社会領域の「地
域社会 DX」を統合的に推進し、行政効率化と社
会包摂を両立させる地域 DXモデルを構築してい
る。

　この取り組みは、行政文化・人材・官民連携・

自治体間ネットワークを総合的に活用し、制度的

柔軟性と共創的行政の両立を実現した点において

特筆される。業務効率化・AI導入・教育 DX・福
祉 DX・モビリティ DXなどの多様な領域で、行
政と地域社会が相互作用しながら構造的変革を進

めている。

　豊岡市の事例が示す最大の意義は、後発型自治

体が「遅れ」ではなく、「柔軟性」と「翻訳力」

を活かして持続的な DX推進を実現し得ることを
実証的に示した点にある。制度移植ではなく制度

翻訳の視点から、地域文化や社会構造に即した
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DXを構築し、行政改革と地域再生を同時に推進
するモデルとして位置づけられる。

8.2　政策的・理論的含意
　第一に、後発型自治体においても、自治体 DX
と地域社会 DXを統合的に進める「統合的ガバナ
ンスモデル」を採用することで、持続可能な地域
DXの展開が可能である。行政が制度基盤を整え、
地域社会が共創力を発揮するという二重のプロセ

スが、地域経営の新たな形態を支えている。

　第二に、DXは技術導入にとどまらず、組織文
化や価値観の転換を伴う社会的・文化的制度改革

である。庄司（2022）のいう「アナログ改革」と
しての DXは、組織や市民の行動変容を通じて、
行政を「学習する組織」へと変化させるものであ

る。

　第三に、DXの持続可能性は「技術の高度化」
ではなく、「社会的受容性と共創性」に依存する。

市民・企業・教育機関・行政が政策形成の初期段

階から関与し、共通の目的を共有する協働型ガバ

ナンスの確立が不可欠である。豊岡市の実践は、

こうした協働体制が地域の構造変革を促す有効な

手法であることを具体的に示している。

8.3　今後の研究課題
　本研究は単一自治体を対象とした事例研究であ

り、今後は比較研究を通じて一般化可能性を高め

る必要がある。今後の課題として以下を挙げる。

　① 自治体 DXと地域社会 DXの統合プロセスに
関する比較分析

　② 成果評価指標（行政効率・住民満足・社会的
包摂・経済波及効果等）の体系化

　③財政的持続性と外部連携構造に関する検証

　④ デジタルデバイド解消に向けた教育・文化的
支援体制の構築

　これらの研究を通じて、行政と地域社会の両面

から発展する地域 DXの理論モデルを深化させ、
後発型自治体がもつ柔軟性と共創性を活かした持

続的ガバナンスの可能性を明らかにしていく必要

がある。

8.4　結び
　豊岡市の経験は、自治体 DXと地域社会 DXの
統合によって形成される「地域 DX」のあり方を
体現している。行政と地域社会が協働し、互いに

学び合いながら変化を遂げる姿は、人口減少時代

の地方自治におけるある一つの理想的な形であ

る。本研究が示した理論的枠組みと実践的知見は、

他の中小規模自治体が持続可能な地域 DXを構想・
実装する際の基盤となることを期待している。
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